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〈投稿論文〉
日本の食料安全保障政策における課題と解決に向けた一考察
─農地と生産者問題からみた食料安全保障政策と緊急事態食
料安全保障指針分析─
青　山　貴　洋
要旨
国民主権を有する一国家において，国民の安心保持は欠かすことができない。国民不安は数多あるが，その
中でも食料安全保障は生命維持に関わる重要な政策である。しかし，平和と飽食はその重要性を希薄にする。
食料安全保障とは，日本の場合「予想できない要因によって食料の供給が影響を受けるような場合のために，
食料供給を確保するための対策や，その機動的な発動のあり方を検討し，いざというときのために日ごろから
準備をしておくこと」とされている。食料の供給に影響を受けるということは，何らからの事由によって食料
供給が停滞，あるいは途絶えることを指し，人の生命維持活動に不可欠な食料の停滞は，最悪の場合その活動
を停止させる可能性を有する。食の国際化が急速に進展する中，現在の食料自給率39％（カロリーベース）で
ある日本の食料事情を考慮すれば，海外からの輸入が途絶えた場合等，真に有事の想定は当然にしなければな
らない。
日本ではこの緊急時の食料供給不安に向け，食料安全保障指針を定めているが，その存在はあまり知られて
おらず，また具体性と総合性に乏しい。生命の維持に必要な食料に対する不安の解消は不可欠であり，公共政
策の立場から検証することに重要性を感じる。本稿では，日本の食料安全保障政策を分析し，現状と課題の一
考察をもって不安解消の一助となることを目指す。
キーワード：緊急事態食料安全保障指針，食料政策，食料自給率，農地減少，担い手不足，狭義・広義の備蓄，
有畜農業，攻めの農林水産業，農業協同組合
はじめに
憲法解釈上の集団的自衛権に対する賛否をめぐ
り，「国家安全保障」について国民的議論が活発に
展開されている。安全保障とは「脅威が及ばないよ
うにすることで安全な状態を保障すること」として
一般的な理解を得ており，本来軍事的な意味におい
て，国家間の衝突へと及ばないような対策をとるこ
ととして用いられる。これに対し，近年では非国家
的・非軍事的な安全保障の概念が派生しており，そ
の一つに「食料安全保障」の考え方が存在する。
日本の食料自給率をみれば，カロリーベースで
39％と輸入に頼る部分が多い。他方で食品廃棄物の
うち，可食部分の廃棄にあたる食品ロスをみれば年
間500万ｔから800万ｔもの食料を廃棄している（農
林水産省2011年度推計）。これは年間食用仕向量
（8,460万ｔ＝粗食料＋加工用）の約１割にあたり，
日本の特殊な食料事情を垣間見るとともに，明らか
な飽食国家であることを示す。
ではこのように，現在のところ食料が満たされて
いる日本において，食料安全保障を確立する必要が
ないのかといえばそうではない。日本は輸入依存の
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問題以外にも，農地や生産者の減少など，食料生産
に関わる問題が山積し，日本の食料安全保障定義冒
頭における「予想できない要因によって食料の供給
が影響を受けるような場合」を，完全に否定できな
いのである。よって以降，食料安全保障の理念に照
らし，現状の問題とは何か，そして解決に導くため
の課題とは何かについて考察していく。
なお，本稿は先行研究を元に食料安全保障の視点
から食料生産に欠かせない農地と生産者の問題に着
目し，2014年度から実施された「攻めの農林水産業
（正式名：農林水産業・地域の活力創造プラン，農
林水産業・地域の活力創造本部決定，2013年12月10
日）」との対比と，さらに分析例の少ない「緊急事
態食料安全保障指針（農林水産省決定，2012年９月
一部改正）」の具体的分析をすることで，食料安全
保障政策の課題克服を試みようとするものである。
１．食料安全保障とは
1.1　食料安全保障の定義と概念確立の経緯
食料安全保障という概念は，1972年の世界的な食
料需給逼迫が表面化し，食料危機の傾向が強くなっ
たことを受け，1974年に国連食糧農業機関（Food 
and Agriculture Organization of the United 
Nations（FAO），以下 FAO とする）によって開催
された世界食料会議（World food conference）の
議論上で生まれた（FAO，2003）１。1970年代のソ
連はじめアジア諸国の大干ばつは，1960年代の食
糧 ２・飼料穀物輸出国の過剰ストックから一転した
ことで世界に食料危機の不安をもたらし，「食料供
給の量的確保と安定性」が課題となった３。
この後，1996年11月にローマで開催された第１回
世界食料サミット（World food summit，FAO によ
り開催４）において「世界食料安全保障のための
ローマ宣言」が取りまとめられ，量的確保と安定性
に加え，栄養・健康・経済的アクセス可能性も含む
食料安全保障定義が確立された（FAO，2003）。こ
の背景には，冷戦後の世界秩序変化とパラダイム・
シフトによって，国連開発計画（UXDP）が安全保
障の対象を国家から人へと拡大させたことに伴った
という経緯がある［椛島，2014］。
さらに2001年に一部変更され，現在では「全ての
人が，常に活動的・健康的生活を営むために必要と
なる，十分で安全な栄養価に富み且つ食物の嗜好を
満たす食料を得るための物理的，社会的，及び経済
的アクセスが出来ること」と定義される。これは，
要旨の項で紹介した日本の食料安全保障概念とは異
なる。つまり，食料安全保障概念は時代背景や社会
的必要性とともに柔軟に変化してきた。
FAO では概念の定義について，様々な地域や組
織に約200もの定義が存在することを示し「柔軟性
のある概念」としている。さらにこの概念の柔軟な
変化を「食料安全保障の継続的な進化は，公共政策
に関係する技術的・政策課題の複雑さを反映してい
る」として，それぞれを確認すべきであることを示
す（FAO，2003）。
1.2　食料安全保障の多次元的性格と分析における注意
食料安全保障は，世界的・国家的及び地域的な食
料問題に付随される。世界的食料問題の一つには，
発展途上国の慢性的な食料・栄養不足と，先進国の
食料過剰供給の併存がある。これは第二次世界大戦
以降からみられる傾向であり，長期的且つ，食料を
輸入する側や輸出する側の国家的・構造的な問題と
いえる。
他方で，前項にあるロシア大干ばつのように，短
期的・地域的な食料不安から世界的規模の需給問題
にまで発展することや，紛争による供給ルート断裂
といった短期的・国家的な供給の不安，そして東日
本大震災等の自然災害によって起こる短期的・局地
的な食料供給不能といった問題も存在する。さら
に，日本の生産者高齢化等によって顕著となる，長
期的な食料供給に関わる国家的・構造的な問題まで
幅広く，食料問題は多元的且つ多層的な性格を有す
る。故に食料安全保障もこれらに関連され，多次元
的な性格のもとに分析されねばならない［是永，他，
2001：3-5］。
これは FAO の示す「公共政策における政策課題
の多さ」と関連するといえよう。さらに国家的次元
においては先進国と途上国とに区分し，先進国の中
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では，食料輸入国と食料輸出国に区分する必要があ
ると指摘する［是永，他，2001：5］。
1.3　日本の食料安全保障
前項（1.2）に照らし日本を区分すれば，食料安
全保障が議論された1970年代以降，先進国中の輸入
国として分類されよう。そして本稿は，日本食料安
全保障政策の課題と解決に向けた考察を試みるもの
であるため，ここで日本の食料安全保障概念確立経
緯と理念を確認していく。
日本で食料安全保障が議論されるようになったの
は，食料供給の海外依存度が高まり，世界的食料危
機の勃発した1970年代中頃である。図１によれば，
1960年のカロリーベース食料自給率79％であるのに
対し，1970年には60％，1975年には54％まで急激に
低下しているのがわかる。日本における食料安全保
障の論議は，この食料自給率低下を背景に，世界的
食料需給の激動を契機として開始された［大賀，
2014］。
その後，国内での食の安定供給に対する議論は深
まり，1996年にそれまでの農業基本法から「食料・
農業・農村基本法」へ改正され，第２条に「食料の
安定供給の確保」，そして第19条に「不測時におけ
る食料安全保障」の条文が設けられた。
農林水産省では，先に触れた日本の食料安全保障
定義とともに，この条文抜粋をもって食料安全保障
を説明する５。内容は以下のとおりである。
第２条（食料の安定供給の確保）
 食料は，人間の生命の維持に欠くことができな
いものであり，かつ，健康で充実した生活の基
礎として重要なものであることにかんがみ，将
来にわたって，良質な食料が合理的な価格で安
定的に供給されなければならない。
２　国民に対する食料の安定的な供給については，
世界の食料の需給及び貿易が不安定な要素を有し
ていることにかんがみ，国内の農業生産の増大を
図ることを基本とし，これと輸入及び備蓄とを適
切に組み合わせて行われなければならない。
４　国民が最低限度必要とする食料は，凶作，輸入
の途絶等の不測の要因により国内における需給が
相当の期間著しくひっ迫し，又はひっ迫するおそ
れがある場合においても，国民生活の安定及び国
民経済の円滑な運営に著しい支障を生じないよ
う，供給の確保が図られなければならない。
第19条（不測時における食料安全保障）
 国は，第２条第４項に規定する場合において，
国民が最低限度必要とする食料の供給を確保す
るため必要があると認めるときは，食料の増
産，流通の制限その他必要な施策を講ずるもの
とする。
ここで条文を整理すると，食料安全保障が規定さ
れる項目は，第19条においてのみ存在し，さらにこ
こで言及されるのは，第２条第４項について施策を
講ずるものとされている。つまり不測時にのみ食料
安全保障は規定されるということだ。ここに一つの
疑問が生ずる。日本の食料安全保障定義には「予想
図１　各種食料自給率の推移
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資料出所：農林水産省「食料需給表」より筆者作成
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できない要因によって食料の供給が影響を受けるよ
うな場合のために……日ごろから準備をしておくこ
と」である。すなわち，第２条の食料安定供給すべ
てに食料安全保障は関連されなければならいはずで
ある。
この疑問については次なる課題として整理すると
し，本稿の目的に向かい話しを進めるため，仮にこ
こで定義と照らし安定供給を食料安全保障と位置づ
ければ，条文では①生命の維持，②健康で充実した
生活，③良質な食料の提供，④合理的価格による提
供を保障されることが食料安定供給に対する考え方
の基礎となる。さらに安定供給は国内農業生産の増
大（１）を基本として，輸入（２）と備蓄（３）を
適切に組み合わせることで対応し，また不測時には
供給の確保（４）を図るため，食料の増産と流通の
制限をもって対応することとされる。
現在のところ，食料安全保障を定量的に包括した
指標はない。よって事項より，安定供給①から④の
４項目を保障の基礎とした（１）国内農業生産の増
大を基本とした安定供給，（２）適切な輸入による
供給，（３）適切な備蓄による対応，（４）不測時に
おける供給対応の４項目を順に検証していく。
２．国内農業生産の増大を基本とした安定供給
先にみたとおり，多次元的な食料問題は，国際的
な諸事情によって大小に関わらず影響を受けやす
く，且つ国土の周囲を海に囲われる日本の地理的条
件により，食料の生産及び流通は，できる限り国内
で満たされることが理想となる。以下，本稿の指摘
に沿う国内農業生産の主な課題を考察していく。
2.1　国内生産の指標となる食料自給率の低下要因
食料の国内生産の指標となるものの一つに食料自
給率が使われる。食料自給率については様々な研究
や取扱いに関する注意等，賛否の意見がある６。と
はいえ，前述のとおり食料安全保障を包括した指標
は現在のところ存在せず，日本国内の食料供給構造
を表す指標としては，データも蓄積され一般化され
ている。よって本項でも食料自給率をとりあげ，課
題解決提言をする上で必要な食料自給率の低下要因
について述べる。
先の図１でみたとおり，食料自給率は1960年以
降，生産額ベース・供給熱量（カロリー）ベース・
穀物の重量ベースともに，生産額ベースの1985年を
例外とすれば，低下の一途を辿る。特に穀物自給率
の低下は著しい。この背景には，高度経済成長期に
おける外圧と，国際分業論的な小麦・大豆・飼料用
トウモロコシ等の輸入依存化，さらに食生活の変化
に伴う肉類・乳製品摂取量の上昇に加え，主食とな
る米の需要低下があげられる。中でもここで強調し
たいことは，飼料用穀物の輸入依存である。
カロリーベース自給率は，分母に１人１日当たり
の供給熱量（kcal）である消費量をとり，分子に１
人１日当たり国産の供給量（kcal）を用い，割合と
することで求められる指標である。また生産額ベー
ス自給率は，分母に食料の国内消費仕向額，分子に
食料の国内生産額を用いて計算される。これらそれ
ぞれの分子に用いられる「国産」の中に，輸入飼料
によって育成される畜産物（生産額ベースには加工
品も含む）は含まれない。しかも畜産物や，それら
から摂取される乳製品等は脂質も含まれカロリーが
高い。
表１を参照すると，米の供給量が1965年12,409千
ｔであったのに対し，2012年では8,692千ｔと減少
する一方で，肉類は1965年1,105千ｔが2012年には
3,045千ｔへと増加している。より顕著なのが乳製
品で，1965年3,271千ｔが2012年には8,293千ｔと需
要の急増がみてとれる。他方で飼料穀物の需給状況
は，濃厚飼料小計の数値が1965年から2005年まで増
加の一途を辿る一方で，国産粗飼料は1985年5,278
千 TDNt をピークに減少し，2012年には3,998TDNt
まで低下している。そして濃厚飼料の国産原料が
1965年をピークにその後減少するのに対し，1965年
から1985年にかけて急速に輸入原料の比率が高まる
ことがわかる。なお，このほかに14,727千 TDNt 程
の飼料が別に日本へ輸入されるため，自給率全般の
低下要因に起因することが理解されよう。
このように，食料自給率向上の視点から見た場
合，飼料の自給化は重要な課題となり，本稿でいう
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日本の食料安全保障を担保するためにも重要な位置
づけを占める。この課題については，「広義の備蓄
（4.2）」において触れることとする。
2.2　国内農業に不可欠な農地（耕地）と生産者７
2.2.1　農地の現状
国内需給累年表（表１）において飼料以外で顕著
となる穀類（米）の低下要因の大きな問題にも触れ
ねばなるまい。それは国内農業生産に必要な要素の
中で不可欠となる，「耕地と生産者の減少傾向問題」
である。
耕地について確認すれば，農林水産省による「耕
地及び作付面積累年統計」によれば，ピークであっ
た1961年の608.6万 ha から2012年の454.9万 ha まで，
例外なく減少の一途を辿る。そして作付面積の推移
では，データのある1956年の827万 ha（耕地利用率
137.6％）をピークにし，2011年現在の作付面積
419.3万 ha（ 耕 地 利 用 率91.9 ％） と，1974年 か ら
1984年にかけて若干の変動はあるものの，減少し続
け統計開始から約半減している。また，耕作放棄地
は，1995年 の24万 ha か ら2010年 に は40万 ha へ と
増加した。
作付面積と耕地利用率のデータから読みとれるこ
とは，現在に至るほど土地が有効活用されていない
ということだ。これには三つの理由が考えられる。
一つ目は農業技術の躍進と兼業農家の増加によって
表１：国内食料及び飼料需給累年表
 （単位：1,000トン）
国内食料需給表 1965年 1975年 1985年 1995年 2005年 2012年
類別・品目別 昭和40 50 60 7 17 24
１．穀 類 15,208 13,693 12,940 11,434 10,090 9,768
ａ． 米 12,409 13,165 11,662 10,748 8,998 8,692
ｂ．小 麦 1,287 241 874 444 875 858
ｃ．とうもろこし 75 14 2 0 0 0
２．い も 類 9,011 4,679 5,254 4,546 3,805 3,355
３．豆 　 類 646 363 424 284 352 340
ａ．大 豆 230 126 228 119 225 236
４．野 　 菜 13,483 15,880 16,607 14,671 12,492 11,974
５．果 　 実 4,034 6,686 5,747 4,242 3,703 3,027
６．肉 　 類 1,105 2,199 3,490 3,152 3,045 3,273
ａ．牛 肉 196 335 556 590 497 514
ｂ．豚 肉 431 1,023 1,559 1,299 1,242 1,295
ｃ．鶏 肉 238 759 1,354 1,252 1,293 1,457
７．鶏 　 卵 1,330 1,807 2,160 2,549 2,469 2,507
８．牛 乳 及 び 乳 製 品 3,271 5,008 7,436 8,467 8,293 7,608
９．魚 介 類 6,502 9,918 11,464 6,768 5,152 4,302
ａ．飼 肥 料 955 2,366 4,196 1,513 664 540
飼料需給表
 （単位：TDN 千トン）
10．粗飼料 4,519 4,793 5,278 4,733 4,197 3,998
11．
濃厚飼料
国 産 原 料 2,771 2,060 2,310 2,239 2,214 2,211
輸 入 原 料 1,136 2,639 3,454 3,558 3,842 3,278
小 計 3,907 4,699 5,764 5,797 6,056 5,489
資料：農林水産省基本データ，国内需給表より筆者抜粋
※１．食料需給表内類別項目は必要個所抜粋のため，品目項目の合計と必ずしも合致しない
※２ ．TDN（可消化養分総量）とは，エネルギー含量を示す単位であり，飼料の実量とは異
なる。
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所得が変化したこと。二つ目は食料需要の変化。そ
して三つ目は，麦・飼料穀物などの輸入穀物への依
存化である。
高度経済成長に伴い都市の企業による所得と農業
所得との間に格差が生じ，農業をしながら企業へ通
勤する兼業化が進んだ。この兼業化を促進した理由
には，多収穫が可能となった品種改良や，化学肥料
投入による効率化を可能とした農業技術の躍進があ
げられる。これに伴い農家は通勤による時間短縮の
ため作業を効率化し，さらに農家外所得を得たこと
とで，生産量増加等による農家所得向上の努力をせ
ずにすむようになった。また食の欧米化進展によ
り，米などの主要穀物需要が減少する一方で，価格
維持政策によって生産調整が作付けを減少させ，さ
らに麦や飼料穀物など海外からの安い穀物輸入は，
国産需要の低下を招き国際分業が促進された。
さらに日本の販売農家における平均保有農地面積
は1.55ha（北海道を除く都府県平均）であり，太平
洋戦争後の農地改革によって細分化が促進されて以
来，政府による構造改革が試みられるも，農業委員
会における管理や農家の土地保有意識に規制され農
地集積が進まず，現在もなお分散されているという
特徴を持つ８，９。
2.2.2　日本の農家減少問題
日本の食料生産分野における問題には「担い手不
足による農業生産力の低下」もあげられる。1960年
に6,057千戸あった農家戸数は，2010年には2,529千
戸へと減少し，その内2,078千戸あった専業農家は
452千戸まで減少した。兼業農家も1960年に第１種
兼業農家が2,036千戸，第２種兼業農家が1,942千戸
であったのに対し，2010年にはそれぞれ225千戸，
897千戸と大幅に減少している10。また販売農家数
（農産物販売額が年間50万円以上，または耕地面積
30ａ以上の農家）は，2000年に2,337千戸であった
のに対し，2010年では1,632千戸と，この10年間で
約３割減少している［農林水産省，2014c］。
この農家減少の背景には，高齢化による農業の廃
業，すなわち後継ぎがいないという現実が一番の原
因である。中でも販売農家の約７割が水田農業とい
うことから，後継者問題は水田農業における問題と
みられている。なぜ後継ぎがいないのか。これは農
業を廃業するに至る本人の子弟が，職業選択に農業
を選択しなかったことが要因としてあり，その理由
に，他産業に比べ所得水準が低いこと，労働条件が
悪いことが主としてあげられる［生源寺，2011：
68-70］。
2.2.3　農家所得と耕地面積
農家所得はどの程度であろうか。平成24年度の１
経営体あたりの総所得は476万円であったが，その
内農業所得は135万円であった。米に限定して具体
的な数値に置き換えると，10ａあたりの米生産で得
られた収入は平成24年度14万957円であった［農林
水産省，2014c］。仮に１ha（＝100ａ）の耕地を所
有し生産したならば，単純に積算すれば14万957×
10＝140万9,570円がその農家の農業所得ということ
になる。先に確認した販売農家の全国平均は都府県
で1.55ha であった。これを式にあてはめれば，北海
道を除く都府県の農家は，一般的に200万円強の所
得であるということになる。確かに水田農家の所得
は低い。本当に水田農家は儲からないのか。
ここで表２をみると，作付面積が広くなると農業
所得が増加し，20ha 以上になると農業所得だけで
１千万円を超えていることがわかる。さらに経営主
の平均年齢に注目すれば，農地面積の広い方が平均
的に若くなる傾向をもつ。生産年齢人口世代は，一
般に家族を養おうとする意識によって所得向上意欲
が高まる傾向をもつ。よって農地面積の拡大化は意
欲的な農家の表れでもあることがいえよう。
つまり耕地面積によって所得の増加があり，意欲
的に農業を生業とすることで，儲かる可能性を秘め
ているということである。ここでいえることは，農
家戸数と生産力は比例するものではなく，土地の集
積と生産者意識の結合によって生産力向上に影響を
与えるということだ。国が「担い手」の確保・育成
を目指してきた意図はここにある11。ただし，耕地
面積拡大によってもたらされる所得の向上には，機
械化等の効率化が前提となる。平地の水田を集積
し，機械化することで一気に耕作・収穫などの作業
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を済ますことが可能となれば，収穫高の上昇とコス
トの低下によって収益は見込める。
2.2.4　複合型政策の必要性
では山間地域はどうか。日本的風景を織りなすも
のに，農山村地域の棚田が存在する。高度経済成長
期，農山村地域は農業者人口の移動を余儀なくされ
過疎化が深刻化した。この現象は今なお浸透し，日
本全土に拡大する問題である。過疎化を促進した理
由には，生産及び住環境の劣悪さからくる都市への
人口流動が大きな要因であったが，生産環境の低下
を招くものの一つには，農地へ重機を持ちこめず効
率化が図れないといった現実もある。
ようするに，ここで付記したいことは，食料政策
の多次元的性格によって，生産力を有する農地には
地域性があり，全国均一化された政策は向かないと
いうことだ。農山村地域に水田等が補整されている
ことによって日本の山林は保全されるメリットも持
つ。他方で農地拡大によって生産力向上は図れる
が，企業的経営によるリスクも伴う。資本を拡大し
た後に経営に失敗すれば，農地流用の危険性は高ま
る。すなわち，地域性に考慮した対策と，生産拡大
型対策，農地保全型対策，さらに経営支援型対策と
に分けた政策が必要となるのだ。
2.3　「攻めの農林水産業」による政府対応
2014年４月，農林水産省では「攻めの農林水産業」
と題した新たな方針による対応を発表している。こ
れを端的にまとめると，農業を成長産業化すること
で農業者の所得を増加・安定させ，その農業者には
「担い手」として認定制・組織化・新技術導入など
によって，最大限の生産努力を求める。そして生産
力の拡大された国内生産物は，新規需要の喚起と国
際市場を活用することで対応しようとするものであ
る。具体策として①国内外の需要拡大，②農林水産
物の付加価値の向上，③生産現場の強化，④多面的
機能の維持・発揮を図る取組を進め，10年間で農
業・農村の所得倍増を目指す［農林水産省，2014b］。
攻めの農林水産業の中で，農地と生産者の減少問
題に関して特筆すべきは，③生産現場の強化におけ
る施策の，③−Ａ．担い手への農地集積，③−Ｂ．
経営所得安定化対策の見直し，③−Ｃ．水田のフル
活用と米政策改革の推進である。③−Ａ．担い手へ
の農地集積では，農地中間管理機構（農地集積バン
ク）を創設し，現状５割にととどまる担い手農地利
用比率を８割へと上昇させ，さらに分割・点在する
農地を集約化し農業構造の変革を目指す。③−Ｂ．
経営所得安定化対策の見直しでは，旧戸別所得補償
制度（米の直接支払い交付金・米価変動補填交付金）
や，畑作物直接交付金・米畑作物の収入減少影響緩
和対策などの，いわゆるゲタ・ナラシ対策など12，
表２　水田作農家の規模別概況
作付面積
水稲作付
農家戸数
（千戸）
同左割合 経営主の
平均年齢
農業所得 農外所得
年金等
収　入
総所得
（％） （万円）
0.5ha 未満 591 42.2 66.7 −9.9 256.5 239.2 485.8
0.5～1.0 432 30.8 65.7 1.5 292.0 209.4 502.9
1.0～2.0 246 17.5 64.6 47.6 246.4 153.8 447.8
2.0～3.0 67 4.7 62.3 120.2 218.5 110.2 448.9
3.0～5.0 39 2.8 61.4 191.0 180.8 113.2 485.0
5.0～7.0
21 1.5
58.3 304.5 147.5 68.2 520.2
7.0～10.0 58.7 375.6 115.9 77.9 569.4
10.0～15.0 5 0.4 55.7 543.3 151.1 48.9 743.3
15.0～20.0
2 0.1
52.6 707.4 69.7 45.1 822.2
20.0以上 53.3 1,227.2 116.2 52.8 1,396.2
資料：「日本農業の真実」（生源寺2011，P92）
資料出所：農林水産省「農業経営統計調査」「農林業センサス」2006年
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一律的に交付された補助金を，認定農業者・認定就
農者・集落営農に限定することで，意欲ある農業者
の参加を目指す。そして③−Ｃ．水田のフル活用と
米政策改革の推進では，消費量の低迷する米に代わ
り，輸入依存度が高く需要の多い戦略作物（麦・大
豆・米粉・飼料用米）への転換促進や，交付金を地
域の裁量に委ねる形での交付手法を用いるといった
取組みを実施する。これらによって生産拡大型・経
営支援型の対策が図られることとなる。
地域性についても「認定農業者・集落営農・認定
就農者13」が対象となることや，転作に関わる交付
金手法を各地域に委ねること，そして④多面的機能
の維持・発揮を図る取組の「日本型直接支払制度」
である程度担保されたといえよう。これによって
「土地保全型政策」も図られる。しかし一方で集落
営農の限界や14，既存の対策によって改善されてい
ない現状からどれだけ変わるのかといった不安もあ
る15。
他方で，生産調整の一環で行われる戦略作物の転
作は，適地・不適切地に関わらず全国一律で実施さ
れることとなり，助成金がなくなればまた米に戻す
といった懸念や，さらに転作助成金による麦や大豆
等の戦略作物生産者が増える一方で，不平等競争に
さらされた既存の麦や大豆等の生産者が減少する結
果を招くことも指摘される［佐伯，2009：13-14］。
今後は戦略作物の定着化を促す対策が必要であろ
う。
３．適切な輸入による供給
3.1　安定的な輸入確保の考え方と輸入依存による危
険性
前項（2.1）でも述べた食料自給率は，日本国内
の食料供給構造を示す一部として，輸入割合の状態
も求めることができる。しかし，自給率が高ければ
よいというわけではない。鎖国していた江戸時代の
食料自給率はほぼ100％のはずであるが，享保・天
明・天保の大飢饉など飢饉による被害は存在してい
た（ 茂 木，2011：146-149）。 ま た 生 源 寺（2011：
30）によれば，2007年のバングラディッシュの穀物
自給率が98％であったが，同時期の日本における穀
物自給率28％と対比し，バングラディッシュが継続
的な栄養不足地域であることを指摘する。ようする
に，自給率の高低だけで安定した供給が確立できる
わけではなく，適切な対応があってこその食料安全
保障なのである。安定的な食料確保のためには，適
切な輸入政策を施す必要があり，そのためには平
時・緊急時の両側面からの需給調整を可能とする，
的確な輸出国との良好な関係構築が必要となる。
大賀（2001）によれば，安定的な輸入確保のため
には，情報収集体制の整備，輸入相手国の多元化，
食料輸入国との相互信頼関係の醸成，主要輸出国と
の年間取引数量の目標設定などによるリスク分散等
を図る必要性を示し，且つ短期的事態の想定に，港
湾スト・河川凍結等の輸送障害，国際的食料需給の
逼迫による輸出国の輸出規制をあげ，また長期的事
態として，政治手段としての輸出規制や局地的・世
界的な紛争による輸入障害，食料需給構造の不均衡
による世界的食料不足を例としてあげている［是永
（大賀）他，2001：27］。
また小山（2001）は，価格変動と食料危機の関連
性として，1997年のアジア通貨危機を例にとり，通
貨の下落による食料輸入の困難化が国内食料価格の
高騰を招いたことを指摘し［是永（小山）他，
2001：46-47］，さらに大賀（2014）は，21世紀型の
食料安全保障として，2007・2008年の投機資金流入
による小麦・米・とうもろこし・大豆等の基礎的穀
物の高騰は，世界の不安を掻き立てたとして，国際
経済システムの一部に組み込まれた需給関係が，一
層複雑化されたことを指摘する。
3.2　日本の食料輸入依存状況
現在の日本に対する主要輸出国ランクを農産物全
体でみると，１位アメリカ（23.1％），２位中国（12.1％），
３位オーストラリア（6.9％），４位カナダ（6.7％），
５位は同数でブラジル，タイ（双方とも6.4％），そ
の他38.4％となっている。この中で輸入依存度の高
い作物でみると，小麦はアメリカ（51.5％），カナ
ダ（27.4％），オーストラリア（16.8％），その他
（4.3％）の順であり，大豆は，アメリカ（58.1％），
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ブラジル（21.5％），カナダ（16.9％），その他（3.6％）
となる。また，とうもろこしはアメリカ（47.9％），
ブラジル（28.0％），アルゼンチン（13.0％），その
他（11.0％）と，すべての作物でアメリカからの輸
入に集中していることがわかる［農林水産省，『平
成25年度 食料・農業・農村白書』：29-30］。
これは2009年度の輸入量（小麦：アメリカ（59.4％），
カナダ（23.9％），オーストラリア（16.0％），大豆：
アメリカ（68.3％），ブラジル（15.1％），カナダ
（14.0％），とうもろこし：アメリカ（96.4％），その
他（3.6％））からすれば改善はみられるものの，依
然として輸入先が集中しており，輸出国の多元化に
よるリスク分散の観点からは危険といわざるを得な
い。
さらに国内生産の充実と輸出国との良好な関係を
達成するためには，日本からの輸出政策や国際関係
維持を基調とした世界的食料安全保障への関与と協
力も必要な要素である。輸出生産物は有事の際に国
内需給調整を可能とし，また，世界食料安全保障へ
の関与と協力によって国際備蓄制度の活用が円滑に
なるといえる。すなわち適切な輸出入による貿易政
策と外交政策が，結果的に食料安全保障へ寄与する
のである。
3.3　輸入に関する政府対応と考察　─農政成功のカ
ギを握る「貿易戦略」─
アメリカへの輸入依存は，日米安全保障条約に関
わる問題や多国籍企業における「食の外圧的問題」
でもあるため16，外交政策・経済政策と密接に関係
せねばならず，今後の課題とすることとし，ここで
は輸出を含めた貿易政策としての新たな政府対応の
み示す。
「攻めの農林水産業」における①国内外の需要拡
大（本稿2.3参照）では，日本食の世界的な広がり
を背景に，「FBI 戦略による食文化・食産業の海外
展開」をもって，平成25年度輸出額の約２倍となる
１兆円に拡大することを目標としている17。しかし，
それぞれの国や地域別に大まかな売り込み方針と想
定金額の変化はみえるものの，想定した金額の根拠
が不明確なことによる実行可能な取り組みであるか
否かが不安として残る。
この輸出拡大は，先に示した担い手強化政策に加
え，「加工・業務用のニーズをとらえた国産野菜の
生産拡大」や「６次産業化」等，農業の経営基盤強
化による増産戦略によって支えられる。すなわち，
これらの政策では農業の企業化・組織化と設備投資
をもって生産力拡大が実現することとなる。国内生
産と加工産物の増加は，食料安全保障の見地からも
緊急時需給調整に有効であるため実現を期待した
い。しかし，近年の日本国内における消費量は低下
傾向にある。加えて少子高齢化が深刻化する日本で
は，今後需要量低下の可能性が高い。すると，①の
「国内外需要の拡大」では，FBI 戦略における世界
市場の獲得が大きなカギを握る。
国内需要が低下し，輸出政策が失敗したとなれ
ば，だぶついた余剰生産物は市場価格を下落させ，
かえって生産者所得を下げる。ようするに，“国外”
需要の拡大を実効性あるものに誘導できるかどうか
が問われるのだ。さもなければ，投資により技術導
入を整備した農業者の廃業を招くこととなる。投資
によって整備されるということは，それだけ経営努
力の継続を義務付ける。この経営継続の義務化は生
産努力の放棄を安易にさせないため悪循環ではな
い。問題は企業化された農家が，供給過多となり経
営を圧迫したときに発生する企業の自然淘汰であ
る。これによる一時的な生産供給能力の消滅と，農
地の流動化は避けなければならない。
４．供給不足及び不測時に対応するための備蓄
備蓄には緊急時に対応するための直接的な食料を
保管する「狭義の備蓄」と，間接的に食料となる素
材を備蓄する「広義の備蓄」の考え方がある。狭義
の備蓄は，一時的な食料供給の不測事態対応には有
効な手段である。しかし，食料の特質からして長期
の保存には限界があり，さらに備蓄する食料費用は
もちろん，保管料などのコストが莫大にかかる。
よって備蓄は対応すべき範囲を明確にすることが必
要であるとされる［是永（大賀）他，2001：30-31］。
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4.1　狭義の備蓄
政府による備蓄は，「米の年間100万ｔ程度を適正
水準として運用」，「食糧用小麦の外国産食糧用小麦
を需要量の2.3ヶ月分」，「飼料穀物60万ｔ」が，そ
れぞれ目安として備蓄されている［『平成25年度 食
料・農業・農村白書』（農林水産省，2014：34）］。
また各都道府県や市区町村でも独自の備蓄体制が施
されている。東京都を例にとれば，各品目を都・区・
市町村に分割して，クラッカー合計630万食（都70
万，区444万，市町村116万），アルファ化米合計749
万食（都144万，区402万，市町村203万），即席めん
合計122万食（都120万，区２万，市町村なし），そ
の他202万食（都なし，区155万，市町村47万），調
製粉乳19,260,252ｇ（都のみ掲載）が備蓄されてい
る（東京都は2014年４月１日現在，区市町村は2013
年４月１日現在）［東京都地域防災計画震災編（2014
年７月第14次修正）別冊資料：591］。
さらに災害時等における緊急事態では，自らの命
をつなぐために救命機関が駆け付ける数日分の食料
を各自で備蓄されることが望まれる。農林水産省で
は，この家庭用備蓄について，緊急時とパンデミッ
クを想定し，３日間から１週間程度の家庭用備蓄の
必要性を促している［農林水産省，家庭用食料品備
蓄ガイド（2014）］。
4.2　広義の備蓄
広義の備蓄に関しては「食料素材の備蓄」と示し
たが，これは生産要素となる，耕地（農地）・生産
者（作業員）・生産技術・生産資源・農器具・農器機・
農業設備等に他ならない。加えていえば家畜もその
肉体をもって備蓄となる。本稿2.2で示されるよう
に，重要な要素となる農地と生産者は減少傾向にあ
る。
表３には，現行の農地で熱量効率を最大化した場
合の一人当たり国内農作物供給可能量が示されてい
る。ケース１は水田の全面積で米を作付け，畑でい
も類の生産量を増やすことでカロリーの確保を図っ
た場合，ケース２では，ケース１よりさらにいも類
の量を増やすことでカロリー確保を図った場合であ
り（平成15年度の数値は，輸入も含めた現状の供給
量），熱量効率優先の供給体制へと作付け転換した
場合の想定をしている。すなわち，現段階で未来的
に予想できる国内備蓄能力ということになる。な
お，農地面積及び単収は「食料・農業・農村基本計
画の生産努力目標で示したものと同一」とされてい
るため，麦・大麦・はだか麦の二毛作，けい畦等に
よる田畑以外での栽培等，全耕地（農地）による効
率化されたフル生産までは検討されていない。従っ
て，まだ余力は残すものの，想定されるケース１の
表3　熱量効率を最大化した場合の国内農業生産による供給可能量
平成15年度 試算（ケース１）試算（ケース２）
一人一日供給熱量 2,588kcal 1,880kcal 2,020kcal
一人一年当たり供給純食料
㎏ ㎏ ㎏
米 62 84 51
小麦 33 21 21
大麦・はだか麦 0.3 2 2
いも類 20 84 282
大豆 7 12 12
野菜 95 52 33
果実 40 19 19
牛乳・乳製品 93 12 12
肉類 28 3 4
鶏卵 17 2 2
砂糖 20 7 7
油脂類 15 1 1
魚介類 36 31 31
資料：農林水産省，国内の農業だけで生産を行なった場合の供給可能量
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1,880kcal は，太平洋戦争時の1943年1945年に匹敵
し，国内生産だけで安心して供給できる備蓄的農地
を考慮した場合，これ以上農地減少を拡大させては
ならないだろう［食料・農業・農村基本計画，2010
年３月30日閣議決定：40］。
生産者においては，意識と農地拡大によって生産
力の向上に寄与することを述べた。ただしこれには
効率化が前提であり，効率化には機械化も必要とな
る。機械には燃料が必要であり，海外からの輸入が
途絶えるといった不測時には燃料の確保も困難とな
る。つまり，ある程度の生産作業員は必要となるの
だ。では現段階で生産作業員を確保することが適切
であるかといえば，それこそ非生産的であり社会的
ロスである。そこで考えられるのは，農業指導員の
確保を充実させることである。農作業には技術も必
要だが，それを適切に指導する人間がいれば補うこ
ともできる。これには総合農業協同組合（全中）や
畜産農業協同組合等の専門農協が妥当だと考える。
しかし，問題もあるので後に指摘する。
「家畜の備蓄」も説明せねばなるまい。畜産・酪
農経営の基本的機能は，最終生産物としての食肉用
畜産物出荷や生乳を生産し販売することにある。そ
して，その前段階には出荷できるまでの飼育部門が
あり，さらに本来の畜産農業の姿でいえば，飼育部
門の前段階として，飼料作物を生産し供給する飼料
生産部門が準備され両部門が結合される。そして家
畜から排泄される糞尿は飼料生産部門に肥料として
提供され，土地を媒介に飼育部門と飼料生産部門と
が結合され，循環関係が成立する［佐伯（前田）他，
1995：14］。ようするに，本来の畜産含む農業形態
は，耕種農業と畜産とが混合された有畜農業が基本
とされた。日本は長く肉食や乳飲の習慣がなく，明
治以降に西欧から畜産・酪農技術が導入され，世界
恐慌後の1931年にはその有効活用から，有畜農業奨
励規則が公布されたこともある［佐伯（篠原）他，
1995：194］。
しかし，戦後の農地分散化は畜産・酪農農家の土
地利用型経営からの撤退を促し，それは糞尿再利用
を最小化させ処理を困難化させるとともに，悪臭公
害等の近隣被害，作業時間の長さや重労働も重なり
有畜農業の衰退を招いた。この有畜農業は，家畜の
肉体としての備蓄はもちろん，緊急時には飼料用穀
物の食用作物への転用，さらに深刻な事態の場合
は，いも類等の高カロリー食物への作付け転換を可
能とする農地としての備蓄にもなる。そして家畜は
労働力利用も可能とする。家畜の労働力利用は古く
から行われており，機械の使えない緊急時や農山村
地域には有効である。また近年耕作放棄地や里山へ
の放牧も試用され，耕作放棄地維持対策や，里山と
野生獣との境界線確立による作物被害対策に成果を
上げている18。
4.3　備蓄に関する考察　─「広義の備蓄」の重要性─
（３）適切な備蓄による対応では，現行の狭義に
おける食料備蓄状態を是とするか否とするかは結論
を導くに難しい。現在の米備蓄数量100万ｔ（本稿
2.3.2.「狭義の備蓄」参照）は現在の日本人の消費
量からすれば，２カ月弱分の計算となる。「米」と
いう基本的に１年に一度しか収穫のできない作物の
特性を考慮すれば，この数値は十分ではない。
他方で，国内各地すべてで無収穫とは考えられ
ず，不足分を補うための備蓄であり，さらに不測の
事態では国際枠組みの活用（ASEAN ＋３緊急米備
蓄制度等）をもって対応すべきであるといった考え
方もできる。いずれにせよ，狭義の食料備蓄はコス
トの関係からも長期的にはたてられない。よって
「広義の備蓄」となる食料要素の備蓄が必要となる。
4.4　的確な生産可能地の把握による「総合性」担保
と有畜農業の可能性
農地と生産者については，（１）の生産部門と密
接に絡むので，すでに課題は述べたとおりであり，
農地の減少は食い止めねばならない。ただし，国内
フル生産の状態をシミュレーションしていない以
上，カロリー上の計算だけで国民に不安を与えるよ
うな表記は控えるべきだろう。まず課題としては，
表作不作地等の緊急作付け可能地の把握，二期作・
二毛作などの裏作による増産可能地の把握，花き栽
培等からの転作可能農地の把握を，実態の調査をし
たうえで，穀物を基軸としてどの程度の増産が可能
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となるか明確に算出すべきである。
表３において，穀物類による炭水化物はある程度
摂取できることが確認できた。よって増産分は，野
菜等カロリーは低いがビタミンなどの身体機能に必
要な栄養素を摂取可能な作物が増加できるはずであ
る。さらにいえば，水産資源のシミュレーションが
少ないため，近海漁業における緊急時対応を分析す
ることで，体をつくる栄養素であるたんぱく質摂取
量の増加を検討することができるだろう。
さらに有畜農業における広義の備蓄に関する可能
性は検証の価値がある。先にも説明したとおり，畜
産は飼料生産部門と結合することで循環関係を成立
させる。これによる飼料供給不安からの解放と，畜
産物による直接的な備蓄，増産や作物転換を可能と
する農地の備蓄は食料安全保障に有益である。かつ
ての農村は農家に１頭から数頭の牛等の大型家畜と
ともに耕種農業を展開していた。ここに自給率向上
と農地備蓄のカギが示される。有畜農業と自然保持
や，耕作放棄地整備，獣害対策などの多面的機能に
ついて論証されるものは多数あるが，有畜農業と食
料安全保障との連携を論ずる文献はほとんどないと
いってよい。
よって今後，有畜農業と食料安全保障との連携可
能性を，広義の備蓄や自給率向上等に加え，有畜農
業の持つ多面的機能と経営実態も踏まえた分析を
もって検証したい。
4.5　農業協同組合による指導者としての可能性
生産者の確保については，農漁業指導者をいかに
配置できるかの検討が必要となる。緊急時にはある
程度生産統制がとられなければならないため，国・
都道府県・市区町村といった政府から各行政への連
携が必須である。しかし，実際に生産活動に従事す
るのは現場である地域となるため，各市区町村の農
業課あるいはそれに準ずる部課が対応にあたること
となろう。だが行政だけでは人手は不足する。また
指導的立場にあたれる程農作業に精通しているとは
限らない。そこで全中や専門農協といった，各地に
存在する農業協同組合の「農業経営指導の知識」が
有望となる。
残念なことに，各地域農協の定款をみると，その
事業内容は基本的に「組合員のための指導」として
存在し，地域農協を組織する全国農業協同組合中央
会定款もまた，組合のための事業のみ掲載されてい
る。よって，現行のルールに従えば組合員以外の指
導を行うことは難しい。しかし，農業協同組合法に
よる目的は「農業生産力の増進及び農業者の経済的
社会的地位の向上を図り，もって国民経済の発展に
寄与すること」（農協法第１条）である。実際に緊
急増産をせねばならないときは非常事態であり，農
業生産力の増進と国民経済の発展のために特例を定
め，必要な措置を講ずることができるよう改善され
ることが望ましい。
５．不測時における供給対応
不測時とは，予測できないとき，思いがけないと
きとされ，一般に緊急事態を指す。日本では不測時
の供給に対応し，食料・農業・農村基本法第19条に
基づき「緊急事態食料安全保障指針」を定めている。
これは2002年に策定された「不測時における食料安
全保障マニュアル」から，東日本大震災における局
地的・短期的な食料供給不安の経験を追記し，2012
年９月に改定されたものである。
緊急事態食料安全保障指針については，改定前の
「不測時における食料安全保障マニュアル」も含め，
多くの先行研究によって引用されるが，その具体的
内容について触れられているものが少ない19。よっ
て本稿では，具体的内容を分析することで問題点を
抽出したい。
5.1　緊急事態食料安全保障指針の具体的内容
緊急事態食料安全保障指針（以下，食料安全保障
指針とする）とは，レベル０からレベル２までの３
段階に食料供給不安となる「不測時」を想定し，そ
れぞれのレベルで対応策が明示されているものであ
る。その内容は，第１から第７の７項目で説明され，
第１．食料安全保障指針策定の趣旨，第２．平素か
らの取組，第３．緊急時のレベルの類型と対策の概
念，第４．緊急時における対策実施のための体制整
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備，第５．レベル０における対策，第６．レベル１
における対策，第７．レベル２における対策に分か
れている。本稿では「不測時における供給対応」の
中で食料安全保障指針を分析するため，第３．以降
の緊急時対応から各レベルについて確認する。
5.2　緊急時のレベルの類型と対策の概要
第３の「緊急時のレベルの類型と対策の概要」で
は，緊急時の深刻度に応じて想定したレベルを，レ
ベル０からレベル２までの３段階で分類し，想定の
事態を示している。抜粋すれば次のとおりである。
さらに２．緊急時における対策の概要では，対策
実施のための体制整備，情報収集・分析・提供体制
の強化，供給の確保対策，価格・流通の安定対策に
対する概要を箇条書きに記し，その概要を示す。ま
たその他では，石油供給不足時における農林漁業者
への優先的な確保と，資材の確保量に応じた農法へ
の転換等を付加している。
5.2.1　レベル０における対策
第５から第７までは，各レベルにおけるレベル判
定基準，対策の基本的考え方，供給の確保対策など
の，具体的対策が示されている。
レベル０の特徴は，判定基準，基本的考え方以外
に「食料供給の見通しに関する情報収集・分析・提
供」項目があり，レベル１以降の事態に発展するお
それがある場合は，平素から行っている国内外の食
料需給に関する情報の収集・分析・提供体制を強化
することがあげられ，適時適切な広報活動等を行
い，国民・市場の不安感の払拭に努めるとともに，
国民の理解と協力を求めることが示されている。
また供給の確保対策としては，（１）備蓄の活用，
（２）輸入の確保，（３）食品産業事業者等の取組の
促進が示され，特に（３）では消費者に対しての，
「買いだめ」「買い急ぎ」や，「食べ残し」「廃棄」の
抑制を求めることが明記されている。
5.2.2　レベル１における対策
レベル１では，レベル０よりもさらに事態の悪化
が見込まれるため，供給の確保対策に（１）緊急増
産，（２）生産資材の確保，（３）国民生活安定緊急
処置法に基づく輸入の指示，（４）国際枠組みの活
用（ASEAN ＋３緊急米備蓄制度20）と，緊急処置
対策の実行が特徴的である。また，この段階では統
制経済体制はとらず，あくまで市場メカニズムに委
ねることも特徴である。
この中で重要な項目は，（１）緊急増産の具体策
と，（２）生産資材確保の具体策である。なぜなら
≪緊急時のレベル≫
レベル 判定基準 想定される事態（例）
レベル０ 事態の推移いかんによっては，特定の品目の需
給がひっ迫することにより，食生活に重大な影
響が生じる可能性がある場合
（レベル１以降の事態に発展するおそれがある
場合）
・我が国における大不作の予測
・ 主要輸出国における大不作の予測，輸出規制
の動き
・ 主要輸出国における突発的な事件・事故等に
よる貿易等の混乱
・安全性の観点から行う食品の販売等の規制
レベル１ 国民が最低限度必要とする熱量の供給は可能と
見込まれるものの，特定の品目の需給がひっ迫
することにより，食生活に重大な影響が生じる
おそれがある場合
（特定の品目の供給が，平時の供給を２割以上
下回ると予測される場合を目安）
・米の大不作の発生（例 : 平成５年の米の不足）
・ 主要輸出国における輸出規制（例：昭和48年
の大豆の価格高騰）
レベル２ 国民が最低限度必要とする熱量の供給が困難と
なるおそれがある場合
（１人１日当たり供給熱量が2,000kcal を下回る
と予測される場合を目安）
・穀物，大豆及び関連製品の輸入の大幅な減少
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ば，国内における自立的行動対策として実施可能だ
からである。（１）を具体的にみると，別紙４の手
順21に従い「緊急食料確保計画（仮称）」が決定さ
れた後，増産の対象品目において「供給が減少する
品目のうち国内で増産可能な品目とする」ことが一
行記されたうえで，他の品目を減少させないことを
原則に「表作の不作付地解消，裏作可能地による裏
作拡大，可能な範囲による新種・作期・栽培方法等
の変更」が作付けの考え方として記される。そして
品目ごとの考え方には，水稲の表作不作地増産，小
麦の表作品種の変更と裏作可能地による増産，大豆
の水田表作による増産，飼料穀物の代替による増産
（他生産へは配慮）と中型家畜への残さ等利用の供
給配分，水産物の非食用（養殖用の飼料等）を食用
へ転換することが示されている。
しかし，どこで・何を・どれだけ増産するかは別
紙にも記載はなく，農林水産省 大臣官房 食料安全
保障課へ問い合わせたところ，「実際の緊急レベル
に応じた対応を，国民生活安定緊急措置法第14条に
基づき，生産を促進すべき物資を政令（閣議決定）
で指定するため，把握はしていない」とのことで
あった（2014年１月29日確認）。
さらに（２）生産資材の確保対策では，①「種子・
種苗」において「多収性品種や早生品種等を中心に，
食用等から種子・種苗用に転用することにより緊急
増産に必要な数量を確保することと」，②「肥料及
び農薬」では「生産業者等に対し増産等の要請を行
い，必要量の確保に努める」と示されているが，こ
こにもどこで・何を・どれだけ確保するのかはみえ
ない。
5.2.3　レベル２における対策
最後にレベル２では，「翌年における１人１日当
たり供給熱量が2,000kcal を下回ると予測される場
合を目安」とするため，深刻な緊急事態であること
が想定されている22。これは戦後水準に達し，国民
が生命を維持するに必要である最低限度のレベルと
されるため，生産転換を確実のものとするために作
業者の確保に加え，食料割り当て・配給・物価統制，
さらに石油供給減少時の対応策にまで言及されるこ
とが特徴である。
レベル２での供給確保対策は，（１）レベル１の
生産転換基軸に加えて，熱量効率の高い作物への生
産転換，（２）既存農地以外の土地の利用である。
（１）はレベル１の生産転換を基軸とした考え方に
加え，畑の表作によるいも類の増産，耕地面積確保
のための非食用作物減少（転換）手順，畜産物に対
する飼料転換の示唆（大型家畜は野草等粗飼料の活
用と中型家畜は残さ利用）と，2,000kcal を死守す
るためのシフトが盛り込まれている。しかし，レベ
ル１同様に，どこで・何を・どれだけ行うかの具体
的提示はない。
5.3　緊急事態食料安全保障指針の課題と対応
以上，食料安全保障指針を具体的にみてきた。こ
れは，政府における食料安全保障対応の考え方を理
念的に示す，正に「指針」としての存在である。こ
の前提となるのは，名称を変更する前の「不測時に
おける食料安全保障マニュアル」であり，本来は
「マニュアル」として存在していたものである。し
かも内容の変更はほとんどなく，むしろ東日本大震
災を経験し，具体的な対策個所が加筆されている。
「マニュアル」から「指針」へと改名した意図はそ
の名に沿わない存在だからであろう。しかし，食料
政策の根幹は「国民の生命維持を脅かすことのない
安定供給」である。すなわち，「食料安全保障」が
基底として存在していることが前提となるはずであ
る。その割に現行の食料安全保障指針は，自立的具
体策に肝心な「どこで・何を・どれだけ」行うかの
提示はなく，作業員者確保においても具体性はな
い。ここに緊急時における指針として内容の具体性
が乏しいことは指摘せざるを得ず，脆弱さと粗略さ
を感じる。
また，農林水産省の説明する食料安全保障定義で
は，「1.3. 日本の食料安全保障」で整理したとおり，
①生命の維持，②健康で充実した生活，③良質な食
料の提供，④合理的価格による提供を基礎とするこ
とが説明されていた。しかし，この基礎がマニュア
ル化されるはずの食料安全保障指針は，②健康で充
実した生活，③良質な食料の提供は含まれない。安
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全保障を一般概念でとらえれば，安全を担保し不安
が取り除かれる状態を保証するものである。さらに
「食糧安全保障」から「食料安全保障」へと「食料」
の意味を拡大させたとするならば（脚注２参照），
①「生命の維持」のみならず，現在の生活レベルを
基準とした対策でなければ不安は取り除かれないで
あろう。この意味で食料安全保障指針には総合性が
欠落している。
さらに食料安全保障指針に記載される「国民の理
解と協力」が周知されているかは疑問である。知人
50名に簡易的な意識調査を行った結果，食料安全保
障指針の存在を知る人は50人中０人であった23。そ
うなると，各市区町村レベルでの指針対応指示が伝
わっているかを疑う。指針中の対応には，国民がそ
の担い手となり，協力する必要があるものも多く存
在する。国民の理解なくして指針対応の現実性は乏
しく，緊急時に混乱は必至である。
これらの指摘に対し，本稿では先に対策案を示し
てきた。具体性改善については，先の備蓄対応に
よって明らかにしたとおり，緊急対応可能な有用地
の具体的検証による生産力改善策とその把握，生産
指導者の枠組みと生産補助員の把握によって，ある
程度の達成が見込まれる。また総合性改善について
は，生産力改善策によって得ることとなる新たな生
産可能品目作付けの再検討によりある程度達成され
る。国はこれらの具体的・総合的対応を整備させた
うえで，地方自治体や関係組織への連絡と，対策に
おける各地域での対応を検討させる。そして，国民
には緊急時のために，家庭用備蓄に留まらず，「気
構え」として食料への対応が求められることを周知
させる。この周知によって，食への関心は多少なり
とも高まり，食品ロスの軽減にも寄与されることだ
ろう。
まとめ
以上，食料安全保障の基軸となる「生産」「輸入」
「備蓄」「緊急時対応」の現状と課題を考察してきた。
（１）国内農業生産の増大を基本とした安定供給で
は，攻めの農林水産業にて複合型政策の取組が期待
できるも，その実効性や戦略作物の転作に関する不
安が指摘された。（２）適切な輸入による供給では，
FBI 戦略における“国外”需要拡大の実現がカギを
握ることが指摘された。（３）適切な備蓄による対
応では，農地の維持と確保，現存農地における国内
フル生産シミュレーション，緊急時における生産指
導者確保の必要性が指摘された。
さらに（４）不測時における供給対応では，食料
安全保障指針における具体性・総合性の欠落と国民
周知不足による実行可能性の欠如が指摘され，これ
らは適切な備蓄対応を整備させたうえで周知徹底す
ることで改善される。つまり，生産・輸入・備蓄・
不測時対応と収斂されたように，国民の安心をある
程度確保するためには，現在抱える大きな食料問題
を食料安全保障政策の基軸をもった視点で検証し，
実効性あるものとしなければならないのである。
新たな疑問・課題も抽出された。①食料・農業・
農村基本法による食料安全保障の位置付け（食料安
全保障定義・概念との乖離），②食の外圧的問題と
密接に関わる外交政策・経済政策の検証，③有畜農
業と食料安全保障との連携可能性による検証，④緊
急増産時の各地農業協同組合による農業指導者導入
の検討，である。これらは今後の課題として分析し
ていきたい。
国民が個人として対応できるものは，ある程度の
備蓄と，有事が起きた場合に対する気構え，または
「食べ物を大切にする」といった気持ちくらいのも
のである。需給調整や国家全体に関わる指揮は政府
によってのみ可能である。食料安全保障はいわば保
険のようなものであり，この潜在的な不安を解消す
るためにも，食料安全保障政策は必要な存在であ
り，可能性のある事柄については対応策を提示する
ことが肝要である。もちろん本稿で導き出されたも
のがすべてではない。多次元的性格の食料問題に絡
む食料安全保障政策は複雑で奥が深い。しかし，コ
ストに見合う対応は即座に対応すべきであり，食料
安全保障指針の改善と完備はこれに相当すると考え
る。
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注１　FAO 公式文書の TRADE REFORMS AND FOOD 
SECURITY（FAO，2003）や“World Food Summit”
（FAOweb, http://www.fao.org/wfs/index_en.htm） で
は FAO による「招集」や「開催」とあるが，「主催した」
とないため「FAO による開催」に留める。
２　「食料」とは食べ物全般を指し，「食糧」とは主食とな
る穀物を指すのが一般概念である。元 「々食糧安全保障」
として表記されていたが，近年では食の多様化により食
料全般に対する考え方として「食料安全保障」が用いら
れている。
３　ソ連はじめアジア諸国の大干ばつは，ソ連の大量買い
付けへと発展し，世界人口増加による需要増加も重な
り，穀物価格高騰による投機的要因もたらした。しかし，
これは食料危機を表面化するきっかけとなったに過ぎ
ず，実際は先進国を中心とする畜産物中心の食生活へと
変化した構造的要因によるものが大きい［大島，1999：
6-12］［佐伯，『農業経済学講義』，1991］。
４　注１と同理由
５　農林水産省「食料安全保障とは」http://www.maff.
go.jp/j/zyukyu/anpo/1.html，または「緊急事態食料安
全保障指針」参考資料３．緊急事態食料安全保障指針に
係る関係法令（抜すい）Ｐ52による。
６　食料自給率の先行研究として『国際食料需給と食料安
全保障』（是永（大賀）他2001：21-26），『農業論』（大島，
1999：46-50），『日本農業の真実』（生源寺，2011：28-
44），『食料自給率という幻』（茂木，2011）が参考になる。
特に大賀（2001）では食料需給構造に基づく自給率，生
源寺（2011）と大島（1999）は食料自給率自体の背景と
構造について，茂木（2011）は食料自給率の疑問点・問
題点について詳細である。
７　「ha」は単位のヘクタールを示し，耕地とは農作物の
栽培を目的とする土地をいい，田畑にけい畦を含む。ま
た作付面積にはけい畦による栽培の見積面積を含み，作
付延べ面積とは，二期作や季節区分野菜などの同一圃場
へ２回以上作付けされた場合に，それぞれを作付面積と
して計上したものとして区別される［農林水産省，
2014c］。農地は農地法における「耕作を目的に供される
土地」としてほぼ同じ意味を含むが，一般に全般を指す
ときに使われ，本稿でもそのように定義する。
８　戦後の農地改革によって地主は内地１町歩・北海道４
町歩までを残し農地開放を要求され，小作人の土地所有
が推進されることとなった。この際地主制は事実上廃止
され，同時に農地は分散された。1947年の規模別耕作保
有地の戸数割合をみると，総戸数6,434千戸の内，５反
（0.5町歩）未満の所有が約４割を占めることがわかる
［大島，1999：169］。
９　農家の土地保有意識とは，第一に農民の伝統に根ざし
た思想・感情あるいは因習の作用を指し，先祖伝来の土
地を手放すことへの抵抗や墳墓の地を離れることへの抵
抗等を指す。第二に現実的な資産的価値としての保有で
あるとされる。［大島1999：247］
10　専業農家とは世帯のうち兼業従業者が一人もいない世
帯を指す。また第１種兼業農家とは世帯の中に兼業従業
者が一人以上存在し，且つ農業所得の方が上回る農家を
いい，第２種兼業農家とは世帯の中に兼業従業者が一人
以上存在し，且つ農業所得よりも兼業所得の方が上回る
農家をいう。
11　担い手とは1999年公布の「食料・農業・農村基本法」
の第４条・基本理念において，又その後2005年の同法改
定の中で「効率的かつ安定的な農業経営及びそれを目指
して経営改善に取り組む農業経営者」を「担い手」と定
義され，農地集積とともに強化をされた［山内良一，
2011-03］。
12　ゲタ対策（畑作物の直接交付金）とは，諸外国との生
産条件格差から生ずる振り（コスト割れ）の補填であり，
麦・大豆等の畑作物が対象で，ナラシ対策（米・畑作物
の収入減少影響緩和対策）とは，生産者の提出を伴うセ
イフティネットとして，基準収入から下がった分の９割
を補填し減少影響を緩和する対策である［農林水産省，
2014b］。
13　認定農業者とは，農業者が農業経営基盤強化促進基本
構想に示された農業経営の目標に向けて，自らの創意工
夫に基づき，経営の改善を進めようとする計画を作成
し，一定の基準の適合をもって市町村により認定される
農業者をいう。また認定就農者とは，農業経営の目標等
を定めた就農計画を作成し，都道府県知事に提出し一定
の基準の適合をもって認定される新規就農者のことをい
う。［農林水産省，2014a］
14　集落営農の限界は，農山村の集落は高齢化が深刻であ
ることから，組織化を誰がリードするのか，分配をどの
ようにするのかといったハードルの克服にある。結果的
に集落営農を進めるにも担い手は必要となる。
15　新設されたものは「農地維持支払」といった，農の多
面的機能保持に関わる政策のみである。
16　食の外圧的問題は多国籍企業による覇権的食料支配を
指し，これは『食の終焉』（THE END OF FOOD）
Paul Roberts，神保哲生 訳（2012），『食料主権』日本
消費者連盟（2005）によって詳細に記されている。
17　FBI 戦略による食文化・食産業の海外展開の「FBI」
とは，日本食材の活用推進（Made From Japan）の
「From」のＦ，食文化・食産業の海外展開（Made By 
Japan）「By」のＢ，農林水産物・食品の輸出（Made In 
Japan）「In」のＩをとり「FBI 戦略」としている［農林
水産省，2014b］（農林水産業・地域の活力創造本部決定
2013年12月10日）。
18　参考文献としては畜産草地研究所，平16-11資料が獣
害に対して詳細である。その他茨木県農業総合センター
http://www.pref . ibaraki . jp/nourin/noucenter/
advice/2006/1810d.html に耕作放棄地を利用した放牧の
成果や，滋賀県畜産技術振興センターによる報告が参考
になる。
19　例えば神戸大学の加古敏之名誉教授による「日本の食
料自給率と食料安全保障」（2011，九州大学大学院主催
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国際シンポジウム「TPP と台所の安心・安全」発表論文）
では，「日本の食料安全保障政策の現状」として不測時
の食料安全保障マニュアルの存在と，各レベル設定と対
策を具体的に示しているが問題点の指摘はない。
20　ASEAN ＋３緊急米備蓄（APTERR）は，東アジア
地域（アセアン10カ国・日本・中国・韓国）における食
料安全保障の強化と貧困の撲滅を目的とし，大規模災害
等の緊急事態に備えるための米の備蓄制度。現物（現金）
備蓄と申告備蓄から構成され，加盟国は緊急時に申告を
行う。2002年 ASEAN ＋３農林大臣会合「東アジア緊
急米備蓄（EAERR）パイロット・プロジェクト」の開
始を承認後，2004年の同プロジェクト実施を経て，2012
年 ７ 月 APTERR 協 定 が 発 効 さ れ た［ 農 林 水 産 省，
「ASEAN ＋３緊急米備蓄（APTERR）について」］。
21　緊急事態食料安全保障指針 別紙４には「緊急増産の
手順」として，１）政府対策本部による食料確保計画の
決定，２）生産を促進すべき物資の指定及び都道府県別
ガイドラインの公表，３）生産計画の届出，及び４）生
産計画変更を示し，主に国民生活安定緊急措置法に基づ
く，政府主導による都道府県と生産者への指示と役割分
担の一部が簡潔に記されている。
22　厚生労働省では，一日に必要な摂取エネルギー（推定
エネルギー必要量）＝基礎代謝量×身体活動レベルとし
ており，健康な成人男性2,654kcal ±361，健康な成人女
性2,039kcal ±394，健康な高齢者1,876kcal ±368の報告
例があるとしている［厚生労働省，2012］。
23　道府県各１名，都４名の計50名に電子メール及び電話
により「緊急事態食料安全保障指針の存在をご存知です
か」という簡易アンケートを行った調査結果。50名の構
成は20歳～70歳までの会社員，会社役員，公務員，学生，
主婦である。
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